委託事業の経理処理等に関する基準要項（案）
1． 委託事業
（1） 平成25年度公認指導員養成講習会開催事業

（2） 平成25年度公認上級指導員養成講習会開催事業

2． 委託期間：平成25年4月1日～平成26年2月12日
3． 委託金額：
（1） 公認指導員専門科目　　　　419,000円(中央競技団体開催494,000円)
（2） 公認上級指導員専門科目 262,000円(中央競技団体開催337,000円）
（3） 公認上級指導員共通科目 202,000円
4． 委託対象経費
委託金の対象経費は、諸謝金、旅費、借損料、印刷製本費とし、その限度額等の詳細については、実施競技決定後、実施団体に通知する。
5． 委託金の交付
委託金交付申請書の審査により、委託金の80％を交付する。ただし、委託対象となる金額が委託金額を下回った場合、委託対象となる金額の80％相当額を概算払いする。

· 7月末日までに提出された場合は 8月末（予定）

· 9月末日までに提出された場合は10月末（予定）

· 10月末日（最終締切）までに提出された場合は11月末（予定）

6． 委託金の経理処理

この委託事業の執行については、他の事業と区分して経理処理を実施すること。

（1） 「委託事業会計の整理科目ならびに単価基準［別記－１］」参照

（2） 証拠書類の整理
事業執行に伴う、各経費の帳票等計算書類は支出目ごとに完備し、都道府県体育協会（中央競技団体開催は中央競技団体）が５年間保存する。ただし、証憑書類（領収書等）は全て本会へ提出し、写しを保存すること。

7． 事業実施報告書の作成および委託金の確定

（1） 事業実施報告書作成上の注意事項

支出の部については特に科目・単価の基準に準拠し内訳を詳細に記入のこと。

（2） 委託金の確定

事業実施報告書の審査の後、委託金を確定する。委託金額は、委託事業に要した委託対象経費の実支出額と委託金とのいずれか低い額とする。

※事業実施報告書の最終締切日は、平成26年2月17日（月）必着とする。
8． 委託金交付残額の交付

確定した委託金額に基づき、交付残額を交付する。

· 12月末までに確定した場合は1月末（予定）

· 1月末までに確定した場合は 2月末（予定）

· 2月末までに確定した場合は 3月末（予定）

9． 委託講習会実施費の交付

公認指導員・上級指導員専門科目及び上級指導員共通科目の各参加料の納入に基づき、１名当たり公認指導員・上級指導員専門科目1,000円、公認上級指導員共通科目750円を交付する。

10． 本会宛提出書類の様式

委託金交付申請書


事業実施報告書


※提出書類については公認指導員と公認上級指導員を別々に作成すること。







